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令和７年度松川町一般会計補正予算案（第６回）の概要 

  

 人事院勧告に基づく給与改定に伴い、人件費の補正を行います。 

国の総合経済対策を踏まえて、物価高から町民の皆さまの暮らしを守る取組みを迅速に行うための支

援に必要な経費を予算化します。なお、今回予算計上した事業のほか、国・県の補正予算等について情報

収集を行い、必要な事業の予算化に向けて速やかに対応を進めます。 

 

1．補正予算概要 

（単位：千円） 

補正予算額 補正前の額 計（補正後） 

110,172 9,414,884 9,525,056 

 

歳   入 歳   出 

国庫支出金 108,700 議会費 545 

繰入金 372 総務費 14,526 

町債 1,100 民生費 134,272 

  衛生費 ▲190 

  農林水産業費 3,743 

  商工費 2,540 

  土木費 1,050 

  教育費 8,235 

  諸支出金 ▲54,549 

合 計 110,172 合 計 110,172 
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２．事業内訳 

（単位：千円） 

No. 事 業 名 補正額 内  容  等 

1 

【新規】 

物価高対応 

生活支援事業 
66,500 

長期化する物価高から町民の皆さまの暮らしを守るため、生活応援券の配布を行

います。食料品の購入に対応するため、一人あたり 5,000 円分を配布します。 

主な財源 主な歳出 

○国庫支出金 66,500 ○委託料 

○扶助費 

4,000 

62,500 

担当 保健福祉課 

2 

【新規】 

物価高対応 

子育て応援手当事業 
42,200 

国の総合経済対策の一環として、0 歳から 18 歳までの子どもがいる世帯を対象

に、所得制限なしで子ども 1 人あたり一律 2 万円を支給します。 

主な財源 主な歳出 

○国庫支出金 42,200 ○委託料 

○扶助費 

4,000 

37,000 

担当 保健福祉課 

 


